
下請法を学ぼう！
第4回

　下請代金支払遅延等防止法（下請法）は、下請取引の公正化、下請
事業者の利益の保護等を図ることを目的とした法律です。本欄では、
下請法について、数回に分けて解説します。「下請法を学ぼう！」第
４回は、「下請代金の支払遅延の禁止」についてです。

①親事業者と下請事業者との間で、支払期日が物品等を受領した日（受領日）から起算して60日以内に定められている場合は、その定め
られた支払期日までに支払わないとき。
②親事業者と下請事業者との間で、支払期日が定められていない場合は、受領日に支払わないとき。
③親事業者と下請事業者との間で、支払期日が物品等を受領した日から起算して60日を超えて定められている場合は、受領日から60日
以内に支払わないとき（この場合、下請法に定める範囲を超えて支払期日が設定されているため、それ自体に問題があります）。

下請代金の支払遅延の禁止（下請法第４条第１項第２号）
　親事業者は、下請事業者に発注した物品等を受領した日（役務提供委託の場合は、役務が提供された日。）から起算して60日以内
に定めた支払期日までに下請代金を全額支払わないと下請法違反となります。
　支払期日は、受領日を起算日として計算されるので、検査・検収に要する日数にかかわりなく、支払期日を過ぎて未払となってい
る場合は支払遅延となります。
　支払遅延となる行為は、「支払期日」の決め方によって次の３つに分けられます。

支払遅延として問題となるケースには次のようなものがあります。
ア　支払制度の不備による支払遅延
　下請代金を毎月の特定日に支払うこととされている場合の支払制度には、納品締切制度と検収締切制度の２通りがあります。
　納品締切制度においては、例えば、１か月締切制度を採っている場合、月末締の翌月末日払のように締切後30日（１か月）以内
に支払うこととなっていれば支払遅延として問題となることはありませんが、翌々月20日払となると、制度的に受領後60日を超え
ることとなりますので、支払遅延となります。
　また、検収締切制度においては、月末締の翌月末日払であっても、例えば、７月25日に納品して８月２日に検査が終了した場合、
支払日は９月末日となりますが、支払期日の起算日は物品等を受領した日ですから、この支払制度では受領後60日以内に支払をし
ていないこととなりますので、支払遅延となります。
イ　手形払から現金払に変更することによって生じた支払遅延
　例えば、親事業者が支払期日に90日手形により下請代金を支払っていたところ、今後、これを現金払とし、従来の手形の満期日
に現金を支払うこととした場合、現在の支払期日からさらに90日後に下請代金を支払うこととなり、支払日が物品等の受領後60日
を超えていますので支払遅延となります。
　ほかにも、下請事業者から請求書が提出されないことを理由とした支払遅延など、支払遅延に該当する行為には様々なものがあります。
　また、親事業者の禁止行為の中でも、支払遅延は毎年違反
件数が多いので、親事業者は、下請法に違反することのない
よう、下請代金の支払については十分留意してください。
　次回は、親事業者の禁止行為の中の「買いたたきの禁止」
について解説します。

公正取引委員会事務総局東北事務所　下請課
仙台市青葉区本町3-2-23　仙台第２合同庁舎
TEL 022-225-8420（直）　FAX 022-261-3548

お問い合わせは

　平成22年度下請取引適正化推進セミナー（実務者コース）を東京などで開催します。
　「下請代金支払遅延等防止法コース」「外注（下請）取引基本契約書コース」の2種類があり、
法律の専門家が詳しく解説します。企業における取引慣行・コンプライアンス（法令遵守）体制
の構築にお役立てください。開催日や対象業種など、詳細はホームページでご確認ください。

＊受講料14,000円（会場までの交通費、昼食代は自己負担）

（財）全国中小企業取引振興協会からのお知らせ

全取協 検　索

中小企業の方が導入する機械設備を、当センターが購入し、長期・低利で割賦販売する制度です。

設備貸与制度のご案内

●貸付額　100～10,000万円
●貸付期間　最長10年返済
●利率　年利2.3％（固定）
●担保　無担保・保証協会の保証不要

割 賦
●設備額　100～6,000万円
●リース期間　5年又は7年
●リース料（月額）
　5年リース　設備額の1.860％
　7年リース　設備額の1.382％

リ ー ス

明日のために、
いま始めよう！

機械設備、運搬用車両、建設機械
などの購入を検討されている方！
電話をいただければ、返済額を
試算した資料をお送りいたします！
借入利息、割賦販売額、リース料の
比較検討をお願いします！

お問い合わせ先 ㈶いわて産業振興センター  総務・金融グループ TEL.019-631-3821
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